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資料３
「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第７回）

令和７年５月30日



「社会福祉法人ひだまり」
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山間部の高齢者支援
通い・泊り・訪問
終の住まいの提供

米原、⾧浜在住の医療ケアを必要とする高齢
者・障がい児者の支援を提供する中核拠点

看護小規模多機能サテライトと介護予
防事業を新規展開
ひだまり元気拠点！

駅前立地を生かし
予防事業と障がい支援を提供

米原市地域まるごと支援（複合・多機能）
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【在宅部門】
地域密着型通所介護 ひだまり

ひだまり
小規模多機能型居宅介護

ひだまり
看護小規模多機能型居宅介護 ひだまり

訪問看護ステーション
総合事業型サービス ひだまり
（半日型の活動や予防リハビリ）

高齢者支援
相談支援

障がい児者支援

【入所部門】
特別養護老人ホーム ひだまり
認知症対応型共同生活/介護共用型デイサービス

ひだまり

居宅介護支援事業
ひだまり

障がい相談事業
ひだまり

放課後等デイサービス

ひだまり(重心・医ケア対応デイ）

ひだまり（社会参加・就労準備デイ）

生活介護 ひだまり

短期入所 ひだまり

高齢子ども

外国人障がい

事業概要
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地域支援

～障がい児者～
重心・医療ケア

自閉症・知的障がい
年齢に関係なくサポート

～高齢者～
予防から看取りまで
在宅・入居どちらもサポート

福祉有償運送
買い物支援事業
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
(事業高) 529,638,081 585,064,284 599,088,398 698,889,441

(費用+減価償却) 476,468,671 570,372,002 590,317,280 685,436,565

(差額) 53,169,410 14,692,282 8,771,118 13,452,876

ｻｰﾋﾞｽ活動外差額 △ 7,657,304 △ 6,244,460 △ 3,137,460 △ 2,262,255

特別差額 △ 1,682 △ 12,642 △ 66,384 316,769

当期活動増減差額 45,510,424 8,435,180 5,567,274 11,507,390

（単位：円）

5



複合支援拠点（高齢・障がい・相談支援）

≪高齢者≫ ●看護小規模多機能
●訪問看護

≪障がい≫ ●放課後等デイ
●生活介護
●短期入所
●日中一時・移動支援

≪相談支援≫●居宅介護支援事業
●障がい相談

重心・医療ケア
児者対応

医療ニーズ対応
要介護支援

複合相談

旧保育園活用による 複合型拠点（共生型多機能拠点）
～医療ケアなど重度障がいをもつ児童から成人までの支援拠点～

専門職地域派遣
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共生型医療ケア対応の構築

重症心身障がい児の成⾧に寄り添った地域支援体制の構築
～ 医療ケアなど重度障がいを持つ児童から看取りまでの支援拠点 ～

＜障がい支援＞ ＜高齢者支援＞
（医療ケア対応）

・日中活動支援

・レスパイト支援

「通い」「泊まり」

「訪問」を看護師が

中心となってサポート

複合的相談 ＋ 地域で活動する看護師
※複合支援視点を持つ医療職の活躍が本構想の充実化に繋がっている
※若い世代の医療職が病院だけでなく在宅に働くフィールドを転向
⇒医療職が学生時代から複合型支援を体験できるカリキュラムの構築が必要
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医療ケア対応
重症心身障がい児・者の
共生型サービス地域生活拠点

複合型拠点（共生型多機能拠点）コンセプト
～医療ケアなど重度障がいをもつ児童から成人までの支援拠点～

＜障がい支援＞ ＜高齢者支援＞

短期入所

障がい相談支援

看護小規模多機能

居宅介護支援事業所

訪問看護ステーション

年齢を超えた地
域共生、親の願
いの実現

高齢となった重症心身障
がい児・者を持つ親と本
人が一緒に過ごす拠点

相談支援
事業所 入所施設 病 院 小児保健

医療センター
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放課後等デイサービス

生活介護

中重度の方への地域
での生活支援拠点
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「当施設開設の官民連携概要」
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「官民連携より良い支援に向け」
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複合支援の現状と課題

① 支援ニーズの多機能化や介護・障がい・子供

様々な人々を支援する必要は理解できるものの
何から始めてよいか分からない

② 行政の管轄が縦割りなので、一貫した相談ができず
必要性を感じながらも進めにくい

③ 少子高齢多死における支援サービスの多様化に対応する
柔軟なサービス設計や職員スキル向上が追いついていない
高齢・障がい・児童、資格要件の違いという課題

④ そもそも、
サービスの担い手である人財不足が深刻化しており、
人財確保と定着が大きな課題となっている 11



の現状と課題複合支援の現状と課題

⑤ ここ数年、急速に、
多くの福祉事業者では経営自体が厳しくなってきている

⑥ 各市町にて地域共生社会に向け、行政と福祉事業者が

その地域の将来像や方向性を真剣に対話すべきであるが
できていない地域が多い

⑦ 今後益々、地域住民の理解と協力が必要だと想定しつつも
福祉事業者と住民を繋ぐ機能が構築されていない

⑧ 共生型支援現場では、感染症蔓延の期間については
より細心の注意を求められる
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複合支援課題解消のカギ

① 支援ニーズの把握と良質で柔軟なサービスの提供体制
・医療（病院）と介護（在宅）、住民フローを想像した支援
・ 24時間・365日型でサポートする仕組みの徹底

② 横断的コーディネーターや公的相談役の存在
・高齢・障がい・看護・介護・相談支援における
「コーディネーター」の存在が必要

⇒訪問看護や在宅支援・相談支援などの経験ある医療職が望ましい

③ 効果的で効率的なICTの活用
・人、組織、地域をつなぐ情報共有ツール
・医療と介護、病院と地域支援をつなぐ情報共有ツール
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複合支援課題解消のカギ

④ 感染症蔓延の際の対応やリスク管理体制への支援

⑤ 各法人間の強みを活かした連携や、
必要に応じた組織統合（法人統合や連携法人）への支援

⑥ 反対に経営不振継続の法人には行政関与での統合支援

⑦人財確保と育成
・継続的な教育サポートシステムの構築
・複数の資格取得をサポートする仕組み（看護師&ケアマネなど）
・医療・介護・障がい、どの利用者にも対応できる職員の育成
・事業所単位で割り切らない職員同士の関係性の構築
・複雑化・複合化した相談の対応ができる職員の育成
・アレンジ人財の発掘と活動できる機会の提供
・経営視点を持つ次世代職員の育成 14



複合型支援における
医療職活躍に向けた多事業者連携案

複合型支援における
医療職活躍に向けた多事業者連携案

①訪問看護の医療連携先の幅を広げ、
（特に障がい分野では放課後デイだけでなく生活介護などにも拡大）

地域で働く医療職を高齢・障がい分野双方での有効活用

②自治体と事業所の契約を促進、在宅施設や訪問看護事業所での医療職が
地域保育園・学校にて医療ケア児の医療対応を柔軟に行うことで
インクルーシブ教育が当たり前となる仕組みの構築

③二次医療圏にある総合病院等が

圏域内地域で働く医療職バックアップ体制の構築できるような支援を推進

④在宅事業者間の連携協力体制の推進を支援することにより

＊限りある医療人財における24時間対応の安定的な継続維持を図る

＊地域で働く医療職の心理的安心安全な労働環境を提供し

結果的に質の高い支援の提供・業務効率の促進に繋げる
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※ホームドクターによる日常医療のバックアップや緊急コール・往診連携
※総合病院とは緊急入院や医学管理下入院としての連携
※各機関はICT活用（チャット機能や連携器機など）によりタイムリーに連携

≈総合病院

病診連携

緊急入院

日常生活管理
往診地域医療センター

地域の主治医

医療ニーズ対応
レスパイトや
住まいなど

医療ニーズ対応複合型支援での医療連携案
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☆安心の住まい（高齢者も障がい者も保育も・・）
☆シームレスな医療と介護
☆多世代での当たり前の交流
☆暮らしに着眼した周辺環境の充実

「地方におけるサービス支援体制の維持存続」と
「福祉実践法人視点での地方創生の推進」

官民連携のもと目指して参ります
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